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令和７年４月から市役所の組織が変わります　～　一部変更のお知らせ　～
令和７年度の組織について、下記のように部・課を再編します。　　（※）は新設

変　更　内　容
変　更　前 変　更　後 内　容

総務部
　秘書課
　　秘書係
行政経営部
　総合政策課
　　企画政策担当　企画係
　　シティプロモーション推進室　シティプロモーション推進担当

総務部
　契約課
　　工事契約係　物品契約係

行政経営部
　業務改善・ＤＸ推進課
　　デジタル戦略係　経営改革係

行政経営部
　行政管理課（※）
　　行政管理担当

市民協働部
　人権・同和政策課
　　人権・同和対策係　人権・同和啓発担当

市民協働部
　人権・同和政策課
　　人権・同和対策係　人権・同和啓発担当
　　人権啓発センター整備担当（※）

行政経営部
　契約課
　　工事契約係　物品契約係

総務部
　企画政策室（※）
　　企画政策担当　企画係　秘書係
　　シティプロモーション推進担当

○総務部に「企画政策室」を新設するとともに、「総
　務部秘書課」及び「行政経営部総合政策課」を廃
　止し、それぞれの課の業務を同室に移管します。

○「契約課」を「総務部」から「行政経営部」に移管
　します。

○人権・同和政策課に「人権啓発センター整備担当」
　を新設します。

経済部
　経済政策推進室
　　企業誘致担当
　　　企業誘致（企業誘致）担当　企業誘致（工業団地）担当
　　産学振興担当
　　　産学振興担当　新産業創出担当
　　雇用促進担当
　　　雇用促進担当

経済部
　企業誘致推進課（※）
　　企業誘致担当　工業団地担当
　産学振興課（※）
　　産学振興担当　新産業創出担当　雇用促進担当

○経済部に「企業誘致推進課」及び「産学振興課」　
　を新設するとともに「経済政策推進室」を廃止し、
　同室の業務をそれぞれの課に移管します。

経済部
　商工観光課
　　商工係　観光係　経済対策担当

経済部
　商工観光課
　　商工係　観光係　経済データ分析係

○商工観光課の「経済対策担当」を「経済データ分
　析係」に変更します。

こども未来部
　こども家庭課
　　青少年対策担当　こども手当係　こども家庭相談係
　　母子保健係　母子保健総務係

こども未来部
　こども家庭課
　　青少年対策担当　こども手当係　こども家庭相談係
　　母子保健係　母子保健総務係　こども家庭センター担当（※）

○こども家庭課に「こども家庭センター担当」を新
　設します。

福祉部
　健幸保健課
　　健幸都市係　健康づくり係　特定健診係
　　感染症対策室　感染症対策担当

福祉部
　福祉政策課（※）
　　福祉政策係
福祉部
　健幸保健課
　　健幸都市係　健康づくり係　特定健診係
　　地域保健係（※）

○福祉部に「福祉政策課」を新設します。

　注）福祉政策課は本庁２階に設置します。

○健幸保健課の「感染症対策室」を廃止するととも
　に、同課内に「地域保健係」を新設します。

都市建設部
　都市計画課
　　都市政策係　公園緑地係　街路係
　　飯塚駅周辺整備推進室　飯塚駅周辺整備推進担当

都市建設部
　都市計画課
　　都市政策係　公園街路係
　　飯塚駅周辺整備推進室　飯塚駅周辺整備推進担当

○都市計画課の「街路係」を廃止するとともに、「公
　園緑地係」を「公園街路係」に変更し、同係に街
　路係の業務を移管します。

教育部
　教育総務課
　　総務係　学事係　学校施設係
　学校給食課
　　給食係

教育部
　教育総務課
　　総務係　学事係　給食係（※）
　教育施設課（※）
　　施設維持係　施設整備係

○教育部に「教育施設課」を新設するとともに「教育
　総務課学校施設係」を廃止し、同係の業務を移
　管します。
○「学校給食課」を廃止するとともに、教育総務課
　に「給食係」を新設し、同係に業務を移管します。

教育部
　学校教育課
　　教職員係　放課後児童係　指導係　働き方・部活動改革担当
　　学校人権教育室
　　ＩＣＴ推進室

教育部
　学校教育課
　　教職員係　放課後児童係　指導係　働き方・部活動改革担当
　　学校人権教育室

○学校教育課の「IＣＴ推進室」を廃止し、「教育総
　務課学事係」に同室の業務を移管します。

教育部
　文化課
　　文化振興係　文化施設整備推進係
　　文化財保護推進室
　　　文化財保護担当　文化財活用担当

教育部
　文化課
　　文化振興係
　　文化財保護推進室
　　　文化財保護担当　文化財活用担当

○文化課の「文化施設整備推進係」を廃止し、文化
　財保護担当及び文化財活用担当を含めた業務分担
　の見直しを行います。

○行政経営部に「行政管理課」を新設するとともに
　「業務改善・ＤＸ推進課」を廃止し、行財政改革を
　はじめとする同課の業務を移管します。
○業務改善・ＤＸ推進課の業務のうち、デジタル人材
　育成及び働き方改革の業務を「人事課」に、地域
　情報化及び自治体ＤＸ推進計画の業務を「情報管
　理課」に、それぞれ移管します。
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